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●育児・介護休業法の改正
●令和4年4月1日施行〜準備はできていますか？〜

●育児でもパパの活躍を！
●事業主への支援

●育児・介護休業法の改正

近頃では、「イクメン」という言葉が浸

透するなど、一昔前より父親の育児への関
心はかなり高まっている印象です。

しかしながら、厚生労働省の「雇用均等
基本調査」によると、令和2年度の女性の育

休取得率が81.6％なのに比し、男性の育休
取得率は12.65％の低い水準にあります。

かかる状況で、希望に応じて男女ともに
仕事と育児等を両立できるようにするため、
令和3年6月9日、育児・介護休業法が改正さ
れました。

◇概要

改正の主な内容は以下のとおりです。

【１】男性の育児休業促進のための子の出
生直後の時期における柔軟な育児休業の枠

組みの新設（出生時育児休業・産後パパ育
休）
【２】育児休業を取得しやすい雇用環境整

備及び妊娠・出産の申出をした労働者に対
する個別の周知・意向確認の措置の義務付
け

【３】育児休業の分割取得

【４】育児休業の取得の状況の公表の義務
付け

【５】有期雇用労働者の育児・介護休業取
得要件の緩和
【６】育児休業給付に関する所用の規定の
整備

◇施行期日
内容ごとに施行期日が異なります。施行

期日までまだ猶予があると思いがちですが、
施行期日が来てから準備を始めるのではな
く、施行期日前に準備をしておかなければ

ならないこといけないことに注意が必要で
す。各施行期日は以下のとおりです。

令和４年４月1日

【２】雇用環境の整備・個別の周知と意向確認

【５】有期雇用労働者の育児・介護休業取得要
件の緩和

令和４年10月1日

【１】出生時育児休業（産後パパ育休）
【３】育児休業の分割取得

令和５年４月１日

【４】育児休業の取得の状況の公表の義務付
け
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特に、雇用環境の整備等については、令

和4年4月1日に施行予定であり、もうあまり
時間が残されていません。

次の項で詳細に説明していきますので、
未だ対応が済んでいない事業主様におかれ
ましては、施行期日には対応ができるよう
すぐにでも準備を始められてください。

●令和4年4月1日施行
〜準備はできていますか？〜

令和4年4月1日施行予定の雇用環境整備及

び個別の周知と意向確認の措置の義務付け、
有期雇用労働者の育児・介護休業取得要件
緩和について詳しく説明していきます。

◇雇用環境整備

育児休業と出生時育児休業の申出が円滑
に行われるようにするため、事業主には以
下のいずれかの措置をとることが義務付け
られました（複数の措置を講じることが望
ましいとされています）。

また、義務の対象となる事業主を限定し
ていないため、全ての事業主が雇用環境の
整備をする必要があります。

①育児休業・出生時育児休業に関する研修
の実施

②育児休業・出生時育児休業に関する相談
体制の整備等（相談窓口設置）
③自社の労働者の育児休業・出生時育児休
業取得事例の収集・提供
④自社の労働者へ育児休業・出生時育児休
業制度と育児休業取得促進に関する方針の
周知

これら雇用環境の整備については、男女
問わず対象とする必要があります。つまり、
女性だけでなく、男性に対しても育児休業
に関する研修の実施や相談窓口の設置等を
検討する必要があるのです。

また、育児休業の申出対象となる子には、

養子縁組等も含まれていることから、幅広
い年齢の労働者が育児休業申出を行う可能

性があります。そのため、「出産を予定し
ている社員がいないから」と雇用環境の整
備を怠ってはいけません。

現行の育児休業制度には、育児休業を取

得しやすい環境設備に関する規定は特にな
く、これらの環境整備が整っている会社の
方が少ないと思います。

しかしながら、全ての事業主に、育児休
業と出生時育児休業の申出が円滑に行われ
るための雇用環境の整備が義務付けられた
以上、施行日である令和4年4月1日までに
しっかりと雇用環境を整備しておく必要が
あります。

なお、既に育児休業に関する相談窓口が
ある場合、雇用環境整備に関する次の要件
を満たす相談窓口であれば、新たに雇用環
境の整備をする必要はありません。

・相談体制の窓口設置や相談対応者を置き、
これを周知すること。
・このことは窓口を形式的に設けるだけで
は足りず、実質的な対応が可能な窓口が設
けられていることをいうものであり、労働
者に対する窓口の周知等により、労働者が
利用しやすい体制を整備しておくことが必
要である。

事業主は、労働者自らが育児休業等の仕
組みを理解した上で、育児と仕事等の選
択・両立ができるよう積極的な手助けをし
ていかなければなりません。

◇個別の周知と意向確認
労働者から、本人又は配偶者が妊娠又は

出産した等の申出があった場合に、当該労
働者に対して、育児休業制度等について周
知するとともに、制度の取得意向を確認す
るための措置をとることが義務付けられま
した。

周知事項と個別周知や意向確認の方法に
ついては、次のとおりです 。
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この個別周知・意向確認の措置は、子ど
もが産まれる全ての労働者に一律にしなけ
ればならないのではなく、「本人又は配偶
者が妊娠又は出産した旨等の申出があった
場合」に実施する必要のある措置となりま
す。

そのため、労働者からの申出がない限り
は個別周知・意向確認の措置は不要という
ことになります。

もっとも、妊娠や出産報告の際に、労働
者本人が「育休を取得するつもりはない」、
「制度は周知しなくてよい」等と言ってい
る場合であっても、事業主は、当該労働者
に対し個別周知や意向確認の措置を講ずる
必要があることに注意が必要です。

そのため、労働者から妊娠や出産の報告
を受けたら、必ず面談や書面により育児休
業等の制度の説明や育児休業等の取得の意
向確認をしなければならないと考えておい
た方がよいでしょう。

現行の育児休業制度では、個別周知の努
力義務のみしかなかったため、未だ準備が
できていない会社も多いと思います。
個別の周知と意向確認の措置においては、

厚生労働省HP（右上記URL）にある「個別
周知・意向確認書記載例」が活用できるの
で適宜ご参照ください。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunits
uite/bunya/000103533.html

◇有期雇用労働者の育児・介護休業取
得要件の緩和

現在は、有期雇用労働者の育児休業や介
護休業の取得要件として、「引き続き雇用
された期間が1年以上」であることが必要
とされています。

しかしながら、今回の改正により、この
要件は廃止され、無期雇用労働者と同様の
取扱いになりました。

もっとも、無期雇用労働者であっても、
労使協定を締結した場合には、事業主に引
き続き雇用された期間が1年未満であると
きに育児休業や介護休業の取得対象から除
外することが可能であるため、有期雇用労
働者も同様の取り扱いをすることができる
点に注意が必要です。

●育児でもパパの活躍を！

令和4年10月1日から、出生時育児休業が
創設されます。
出生時育児休業は通称「産後パパ育休」

というもので、子の出生後8週間以内に4週
間まで取得することができる柔軟な育児休
業の枠組みです。

出産した女性は通常産後休業期間中にな

るため、主に男性が対象となっています
（養子の場合などは女性も対象になりま
す。）。

現行の育児休業と比べて、次のような特
徴があります。

①申出期限が原則休業の2週間前まで
②新制度の中で分割して2回取得する
ことが可能
③労使協定を締結している場合に限り、
労働者と事業主が合意した範囲内で、

事前に調整した上で休業中に就業する
ことが可能

現行のいわゆる「パパ休暇」は、今回の改
正に伴いなくなり出生時育児休業と、育児
休業の分割取得化に見直されることとなり
ます。

周知事項

①育児休業・出生時育児休業に関
する制度

②育児休業・出生時育児休業の申
し出先
③育児休業給付に関すること

④労働者が育児休業・出生時育児
休業期間について負担すべき社
会保険料の取扱い

個別周知・

意向確認の
方法

①面談（オンライン面談も可）
②書面交付（郵送も可）

③FAX
④電子メール等

※③④は労働者が希望した場合
に限る。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/000103533.html


●事業主への支援

育児休業等に関する中小企業等への両立支
援等助成金として、出生時両立支援コース
と育児休業等支援コースがあります。

出生時両立支援コースでは、男性労働者
が育児休業や育児目的休暇を取得しやすい
職場風土作りに取り組み、子の出生後8週間
以内に開始する連続する14日以上（中小企
業は連続5日以上）の育児休業等を取得した
男性労働者が生じた事業主に助成金を支給
するというものです。

育児休業等支援コースでは、育児休業の

円滑取得や職場復帰のために一定の取組を
行った中小事業主に助成金を支給するとい
うものです。

助成金を取得するためには、いずれも事
業主からの申請が必要です。

男女ともに仕事と育児を両立する社会に
するためには、事業主の協力が必要である

ことはもちろんのこと、事業主自身も国や
自治体から得られるべき支援を受けること
が重要です。

そもそも助成金の対象になるか、助成金

はいくらか等、詳細については管轄の都道
府県労働局雇用環境・均等部（室）にお問
い合わせください。

●編集後記

本原稿作成時（12月中旬頃）は、オミク
ロン株の脅威はあるものの新型コロナウイ
ルスの感染状況は大分落ち着いている状況
です。

年末年始には、この2年間コロナのために

我慢し続けてきた帰省や旅行を楽しんでい
る方も少なくないのではないでしょうか。

コロナの影響として、当然のことながら、
ネガティブな面が数多く取り上げられてき

ましたが「世界規模で地球環境が改善され
た」とのポジティブな報道も目にしたこと

があります。人々が出歩かないことによっ
て空気がきれいになったようです。

以前から、福岡はPM2.5の影響を強く受け
ていますが（自動車は洗っても洗ってもす

ぐ汚れます…。）、このPM2.5のような大気
汚染物質も減る可能性が高いと考えられて
いるようです。体感としては、まだ空気が

きれいになった気はしませんが、コロナで
たくさんの我慢を強いられた分、ほんの少

しでもPM2.5が減ってくれればなぁ、と思わ
ずにはいられません。

私事ですが、年末年始は、少しきれいに
なった（であろう）空気の中で、星空観察

を楽しむ予定です。2022年1月4日午前6時頃
にしぶんぎ座流星群が極大となりますので、
皆様も1年間の幸せを祈って是非星空を見上

げられてみてください。

※転記フリー※

このニュースレターは転記フリーです。
役に立つと思ったら、転記していただいて結構です。

今回の記事に関するお問い合わせはこちらまで
弁護士 小野 佳奈子
電話番号: ０９２‐４０９‐１０６８
e-mail：info@daylight-law.jp
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